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平成２７年７月２４日（金）１３：３０～ 

 

交通政策審議会海事分科会第６７回船員部会 

 

【成瀬専門官】  それでは、定刻より少し早いですが、ただいまから交通政策審議会海

事分科会第６７回船員部会を開催させていただきます。 

 事務局を務めさせていただきます海事局船員政策課の成瀬でございます。よろしくお願

いいたします。 

 本日は、委員及び臨時委員総員１８名中１４名のご出席となりますので、交通政策審議

会令第８条第１項及び船員部会運営規則第１０条の規定による定足数を満たしております

ことをご報告申し上げます。 

 最初に、新たに臨時委員に就任された方のご紹介をさせていただきます。議事次第の次

にあります船員部会委員等名簿をごらんください。 

 使用者委員として、日本船主協会の小田副会長が就任されました。 

【小田臨時委員】  小田でございます。今年の６月からでございます。どうぞよろしく

お願いいたします。 

【成瀬専門官】  同じく使用者委員として、日本内航海運組合総連合会の内藤理事が就

任されました。 

【内藤臨時委員】  内藤でございます。よろしくお願いいたします。 

【成瀬専門官】  ありがとうございます。 

 次に、配付資料の確認をさせていただきます。お手元の資料をごらんください。 

 資料の番号は、縦置きの資料は右上に、横置きの資料は左上に記載してございます。ま

ず資料１として、交通政策審議会への諮問について、諮問第２２４号「船員に関する特定

最低賃金（全国内航鋼船運航業最低賃金及び海上旅客運送業最低賃金）の改正について」

というものが１枚。資料１－２として、船員に関する特定最低賃金の改正に係る諮問につ

いて、５枚になります。次に、資料２として、船員法施行規則の一部を改正する省令案に

ついて、１枚になります。資料２－２として、船員法施行規則の一部を改正する省令案（様

式改正）、ポンチ絵のものが１枚。その後ろに事業状況報告書の様式が現行のものと改正案

のものがＡ３判でそれぞれあります。資料３として、交通政策審議会への諮問について、

諮問第２２５号「船員派遣事業の許可について」が２枚。その参考として、資料３－２が
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表紙を含め、３枚になります。これは委員限りの資料となります。さらに、議題資料とは

別に、席上配付資料として、「第２０回『海の日』にあたっての総理メッセージ」というも

のがあります。第２０回「海の日」特別行事「パラレルイベント」の開催結果についてと

いうものがあります。さらに、基本政策部会のとりまとめ要旨というものがあります。 

 また、２種類の冊子をお手元のほうにお配りしております。１つは『海事レポート２０

１５』、もう１つは『海上労働第６７巻』というものです。船員行政ひいては海事行政のご

参考としてご利用していただければと思います。 

 以上が資料になりますが、お手元のほうに届いておりますでしょうか。 

 以上で資料の確認を終わらせていただきます。 

 それでは、議事に入りたいと思います。野川部会長、司会進行をお願いいたします。 

【野川部会長】  それでは、どうもお暑いところご参集いただきまして、ありがとうご

ざいます。早速、議事を進めてまいります。 

 議題１、船員に関する特定最低賃金の改定につきまして、その諮問内容につき、事務局

からご説明をお願いいたします。 

【風巻労働環境対策室長】  船員政策課の風巻でございます。よろしくお願いいたしま

す。 

 議題１の「船員に関する特定最低賃金の改正について」、ご説明申し上げます。まず資料

１をごらんください。これは国土交通大臣から交通政策審議会会長への諮問文でございま

す。 

 最低賃金法第３５条第７項におきまして、国土交通大臣は、最低賃金を改正する場合に

は、交通政策審議会の意見を聞く旨、規定されておりまして、その趣旨に沿って、今回、

全国内航鋼船運航業と海上旅客運送業の２業種につきまして諮問させていただくというも

のでございます。 

 それでは、資料を１枚めくっていただきまして、資料１－２でございます。 

 船員に関する特定最低賃金の改正に係る諮問についてということでございまして、まず

１．概要でございます。 

 最低賃金は、賃金の低廉な労働者に賃金の最低額を保障することにより労働条件の改善

を図り、もって労働者の生活の安定、労働力の質的向上及び事業の公正な競争の確保に資

するために設定するものでございます。船員に関しましては、国土交通大臣が交通政策審

議会の調査審議を求め、その意見を聴いて決定するということになっております。 
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 ２．設定業種でございます。 

 内航貨物船に乗り込む船員につきましては昭和４３年度から、旅客船につきましては昭

和４８年度から、それから、漁船員につきましては昭和５６年度からそれぞれ設定してお

ります。 

 ３．今回の諮問業種でございます。 

 船員の生計、類似の船員の賃金及び通常の事業の賃金支払能力を考慮いたしまして、先

ほど説明させていただきました全国内航鋼船運航業と海上旅客運送業の２つについて諮問

させていただき、ご審議をお願いしたいということでございます。 

 なお、漁業につきましては、前回の６月の船員部会でございますが、その船員部会にお

きまして、「漁業に関する特定最低賃金の拡大について」の諮問をさせていただき、最低賃

金小委員会を設置し、審議を行うということでご了承いただいたところでございます。現

在、この最低賃金小委員会において審議を進めているところでございますので、この結果

を踏まえまして、対応を図らせていただきたいと考えております。 

 次に、１枚めくっていただき、別紙がございますので、ごらんください。現在、最低賃

金が設定されております４業種それぞれに適用されます使用者、船員の範囲、また、最低

賃金額などを取りまとめております。 

 もう１枚めくっていただき、今回の諮問業種であります内航貨物船と旅客船の２業種に

つきまして、公示文そのものを参考にお付けしております。 

 資料の説明は以上でございますが、審議に当たりましては、最低賃金法の規定によりま

して、最低賃金専門部会を設けまして、それぞれ審議していただくということになってお

りますので、この件も併せてよろしくお願いいたします。 

 説明は以上でございます。 

【野川部会長】  ありがとうございます。 

 それでは、ただいまの件につきまして、ご質問等ございましたらお願いいたします。い

かがでしょうか。 

 髙橋委員。 

【髙橋臨時委員】  ただいまの説明の中で、別紙のところの一番下、漁業の大型いか釣

りのこの欄の中なんですけれども、（総トン数２００トン以上）という記載をしてあります

けれども、これは以前から２００トン以上という記載だったでしょうか。ちょっと確認を

しておきたいと思います。 
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【風巻労働環境対策室長】  大型いかにつきましては、昭和５６年度に設定しておりま

して、この設定の範囲、つまり、現在の２００トン以上、これについては変わっておりま

せん。 

【野川部会長】  よろしいでしょうか。それでは、ほかにございますでしょうか。 

 特にございませんようでしたら、この全国内航鋼船運航業最低賃金及び海上旅客運送業

最低賃金の改正に関する審議につきましては、船員部会運営規則第１２条第１項の規定に

おきまして、「船員部会に、最低賃金法第３７条第２項の規定に基づき、最低賃金の決定又

は改正の決定の審議に必要な数の最低賃金専門部会を置く。」と、このようにされておりま

すので、この２業種につきまして、それぞれ最低賃金専門部会を設置し、審議を行うこと

といたしたいと存じますが、よろしいでしょうか。 

 

（「異議なし」の声あり） 

 

【野川部会長】  はい。それでは、そのようにさせていただきます。ありがとうござい

ました。 

 なお、この専門部会のメンバーにつきましては、船員部会運営規則第１２条第５項の規

定によりまして、船員部会長が指名することとなっております。具体的な人選につきまし

ては、事務局と相談しながら進めてまいりたいと思いますので、私にご一任いただきたい

と思いますが、よろしいでしょうか。 

 

（「異議なし」の声あり） 

 

【野川部会長】  ありがとうございました。 

 それでは、次の議題に移ります。議題２「船員法施行規則の一部を改正する省令案につ

いて」、事務局からご説明をお願いいたします。 

【富田課長補佐】  船員政策課課長補佐の富田と申します。私のほうから、船員法施行

規則の一部を改正する省令案について、説明させていただきます。 

 今回改正する船員法施行規則につきましては、省令で定めている様式の一部を改正する

といった内容のものですので、今回につきましては報告という形にさせていただいており

ます。具体的には資料２の縦長の資料を見ていただきますと、船員法の１１１条におきま
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して、年１回、使用船員数や所属船舶の状況等について、１０月１日現在の事業状況を報

告いただいております。その内容につきましては、船員法施行規則におきまして具体的な

様式を定めているところでございます。 

 近年の船員の高齢化や、船員の雇用形態あるいは事業形態の多様化といったことに伴い

まして、現行の様式では、船員の就労の実態、あるいは事業の形態といったものの把握が

十分にできていないというところで、そのために所要の様式について改正を行うといった

ものでございます。 

 まず１点目といたしまして、「船員を乗り組ませている主な船舶」の種類の欄を追加する

というものでございます。具体的には、Ａ３の縦長の改正案のほうの左上のところに黄色

く塗り潰しているところが新たに追加するところでございます。 

 近年、船員の派遣事業を行う者であるとか、派遣事業においても派遣を専門に行う事業

者であったり、内航海運事業あるいは外航海運事業を行いながら、船員の派遣をする会社

であったり、あるいは船員の派遣を行う場合であっても、内航に派遣する場合、あるいは

外航に派遣する場合、又は外国船に派遣する場合というようなさまざまなパターンの事業

あるいはそれに雇用されている船員の形態というものが発生してきておりまして、現在の

報告の様式では、なかなかその事業の実態等々を把握することが困難であるといったこと

から、今般新たに、「船員を乗り組ませている主な船舶」というものをご報告いただいて、

実態をより正確に把握するために改正するものでございます。 

 第２点目は、「年齢別船員数」の欄の中で、「６０歳以上」の区分を細分化するというこ

とでございます。現行の様式では、船員の年齢の区分につきましては、６０歳以上につい

ては、これを一くくりに６０歳以上ということで報告をいただいております。近年、特に

内航につきましては、船員の高齢化が進んでおりまして、現在の年齢区分でいきますと、

平成２４年の１０月以降のデータでは、この６０歳以上の年齢区分の割合が一番高い比率

としてなってきているという実態もございまして、その６０歳以上の高齢船員の雇用の実

態をより正確に把握するために、「６０歳以上」の区分を細分化して、高齢船員の「年齢別

船員数」あるいはその推移を把握させていただくことにしたいというのが第２点目の改正

案でございます。 

 それから、３点目は、「所属船舶の合計隻数・総トン数」の欄の削除ということで、これ

につきましては、現行の報告様式の中で、右上のほうに、船舶の隻数あるいはトン数とい

ったものを事業者さんのほうで集計して報告していただいておりますけれども、この集計
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につきましては、運輸局のほうで電算処理をして合計を出すということができますので、

事務局のほうで対応しますので、事業者さんのほうで集計して報告していただくことは必

要ないということで、この部分は削除するといったものでございます。 

 それから、最後にレイアウト等の変更ということで、これは報告する内容については、

変更はございません。より簡潔に記入しやすいようにということでレイアウトを変更する

といったものでございます。 

 今回の省令の改正の内容については以上でございまして、今後のスケジュールといたし

ましては、平成２７年８月、今年の８月上旬に公布・施行する予定をしております。 

 したがいまして、今年度の１０月１日現在の報告、これを１０月末までにしていただく

ことになりますけれども、今年度の報告から新しい様式に基づいて報告をしていただくと

いうことになりますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 説明は以上です。 

【野川部会長】  それでは、この件につきまして、船員法施行規則の一部、この様式に

関して、削除したもの、それから、形式を改正したものとございますが、何かご質問等ご

ざいますでしょうか。 

 はい。平岡委員。 

【平岡臨時委員】  質問させてください。今現行では、年齢別の船員数ということで、

６０歳以上ということですが、今回、改正ということで、８０歳まで、年齢を延ばしてい

るんですけれども、８０歳以上とかそこまで延ばす必要があるのかどうなのか、例えば５

歳刻みということであれば、６５、７０、７０歳以上とかそのぐらいのところでも良いと

思いますが、８０歳以上まで延ばした、その根拠を教えていただきたい。 

【富田課長補佐】  実態的にどこまで高年齢の船員がいるかというのは、詳しいことは

わかりませんけれども、当然、高齢船員が今雇用されているという実態というのはあるだ

ろうというところで、より正確に年齢の構成を把握するために考えられるところまで広げ

て、ご報告をいただくということにしたいということでございます。 

【野川部会長】  はい。どうぞ。もしありましたら。 

【平岡臨時委員】  水掛け論になるんですけれども、８０歳とか８０歳以上の人が例え

ば船員で乗っているということでその正確な数字をつかみたいということはわかるんです

が、そこまでしなくても、例えば７０歳以上とか７５歳以上でも結構な高齢なわけですか

ら、その辺のところで一区切りとしてできなかったのかどうなのかという質問です。 
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【野川部会長】  髙田課長。 

【髙田船員政策課長】  そこは部内でも、どうするべきか検討したのですが、例えば７

０歳以上で区切ったときに、７０歳以上の人は多分何人かいらっしゃって、７０歳以上を

区切りにすると、船員の皆様が一体何歳ぐらいまで働いておられるのかというところが必

ずしも見えないというところもあります。８０歳以上の方がいらっしゃらないのであれば、

ゼロという報告があり、その年齢までには船員の皆様は退職されているという実態もわか

るのではないかということで、そういう欄をつけ加えさせていただきたいということでご

ざいます。 

【野川部会長】  はい。そういうことでございまして、最高齢何歳かというのがわかる

という意味では、このようなお答えでよろしいかと思いますね。そのうちに８０歳以上で

進めて、出てくれば、８５歳にする可能性も出てまいるかもしれませんが、この点はこれ

でよろしいでしょうか。 

 はい。立川委員。 

【立川臨時委員】  この報告なんですが、船舶所有者に対し、使用船員数の国土交通省

への報告義務ということで、基本的には船舶所有者から出てくるということでよろしいん

でしょうか。例えば派遣業のみをやっているというところは船舶所有ではない概念に入る

かと思うんですが、そういう場合にはどうなるんでしょうか。 

 もう一点は、非雇用船員数というのは派遣を受けているという意味合いでしょうか。教

えていただければと思います。 

【富田課長補佐】  まず最初の１点目ですけれども、これは船員法に規定する船員を雇

用している、あるいは使用している船舶所有者ということになりますので、その派遣の場

合であれば、派遣船員を雇用している船舶所有者が報告するという形になります。 

 それから、非雇用船員については、いわゆる家族船員ということになります。家族船員

の場合には雇用関係がございませんので、その場合には、この非雇用船員のところの欄に

書いていただくということになります。 

【立川臨時委員】  よろしいですか。 

【野川部会長】  はい。 

【立川臨時委員】  所有船舶のない派遣業を営んでいるところがあるのではないかと思

うんですが、その場合はどうなるんでしょうか。 

【富田課長補佐】  外国船舶派遣の場合には所有船舶の欄は空欄になりまして、予備船
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員として数を報告いただくということになっています。 

【立川臨時委員】  船舶所有者でなくても、船員の雇用関係があれば出してくるという

理解でよろしいんですか。 

【富田課長補佐】  はい。そうです。 

【立川臨時委員】  はい。わかりました。 

【野川部会長】  これは現行も、それから、改正内容も主たる船員の労務管理の事務を

行う事務所と、船舶所有者と２つ書く欄がございますが、いずれにしても、どちらかにつ

いて、船員を使っていなければ別ですけど、使っていれば、どちらにしても、ここを記載

して報告をすると、そういうことになりますね。 

【富田課長補佐】  はい。そうです。 

【立川臨時委員】  わかりました。 

【野川部会長】  はい。それでは、髙橋委員。 

【髙橋臨時委員】  この１１１条に基づいて、虚偽の報告をした場合の罰則規定という

のはあるんですか。教えてください。 

【富田課長補佐】  船員法１３１条で、１１１条の報告をせず、または虚偽の報告をし

たときには、３０万以下の罰金ということになります。 

【髙橋臨時委員】  金額だけではなくて、例えば行政処分を受けるとかそういうことは

ないのでしょうか。 

【野川部会長】  はい。政策課長。 

【髙田船員政策課長】  確認いたしますけれども、罰則があるということで、それで担

保されているということのようでございます。もし違うようでしたらまた次回でもご報告

させていただきます。 

【野川部会長】  はい。髙橋委員。 

【髙橋臨時委員】  今日は結構ですから、次回詳細な報告をしていただければありがた

いと。 

 以上です。 

【野川部会長】  それでは、そのようにお願いをいたします。 

 ほかにいかがでしょうか。立川委員。 

【立川臨時委員】  この報告を受けて、何かで公表されているんでしょうか。個票とし

ての公表はないんでしょうけれども、全体の数字としての公表ですとか、資料として何か
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外に出るというところはどこなんでしょうか。 

 それから、調べた後の検証というのは何かされているんですか。実態と報告がほんとう

に合っているかどうかの検証というのはどのような形でされるんでしょうか。この辺を教

えていただければと思います。 

【富田課長補佐】  まずデータとしては、船員数等々、海事レポート等で報告をしてお

ります。あと、報告と実態が合っているかどうかについては、そのものを突き合わせてわ

ざわざ検証するということは、特段何もなければ行うことはないと思いますけれども、何

か監査とかの関係で疑義等が生じれば、そこのところは詳細に調べるということはあると

思います。 

【野川部会長】  よろしいですか。 

【立川臨時委員】  何かせっかく調べて検証がないというのは、それこそ先ほどの虚偽

の報告があってもわからないということなんでしょうか。派遣事業を営んでいる場合には、

監査がある程度の時期にありますから、そのときに実態とどこまで整合性があるかはわか

りませんけれども、そういうチェックができる可能性がありますけれども、そういうもの

をやっていない場合には全くフリーパス的な形になってしまうのではないかと思うんです

が、その辺どうお考えなんでしょうか。 

【野川部会長】  船員政策課長。 

【髙田船員政策課長】  本当は１件１件報告を受けて、現地に行って、確認できればい

いのでしょうけれども、非常に件数も多いということですので、そこまでは実際にはやら

ないということだと思います。明らかにデータと実態に齟齬があれば、個別に確認をする

という対応は当然あると思いますが、あとは今申し上げましたように、監査の際に出てき

たものと違うという実態があれば、さらに詳細な監査を行うという対応だと思います。 

【野川部会長】  はい。陸の労働基準法等でも、賃金台帳であるとか労働者の数である

とか記録をつくって、労基署はそれを監督することになっておりますので、それと同等な

扱いで、もし何かあった場合には出されたものを資料として指導監督を行うということに

なるだろうというふうに思います。 

【立川臨時委員】  はい。わかりました。 

【野川部会長】  ほかにいかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

 それでは、次の議題に移りたいと存じます。議題３は、「船員派遣事業の許可について」

でございますが、本件につきましては、個別事業者の許可に関する事項であり、公開する
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ことにより当事者等の利益を害するおそれがありますので、船員部会運営規則第１１条た

だし書の規定によりまして審議を非公開とさせていただきます。 

 マスコミ関係の方をはじめ関係者以外の方はご退席をお願いいたします。 

 

（関係者以外退席） 

 

【野川部会長】  ありがとうございました。 

 これで、本日の予定された議事は終了いたしましたが、ほかに何かございますでしょう

か。 

 はい。髙橋委員。 

【髙橋臨時委員】  以前からお願いをしておりました６級海技士の機関の問題ですけれ

ども、その後どのような進捗状況なのか、ご報告をいただければというように思います。 

【野川部会長】  はい。では、お願いいたします。 

【石田企画調整官】  ご要望の件につきましては、ニーズを確認した上で、制度創設の

検討に入る旨を先般ご回答申し上げているところでございます。このニーズにつきまして

は、大日本水産会が６月４日に開催した船員確保対策小委員会にて、大日本水産会が業界

としてのニーズを確認することとされています。 

 長岡委員からご報告できる事項があればお願いいたします。 

【野川部会長】  いかがでしょうか。長岡委員、ございますでしょうか。 

【長岡臨時委員】  今おっしゃった６月４日の会議につきましては、これは髙橋委員も

ご参加をしている会議ですよね。６月４日。すみません。題名をもう一回。 

【石田企画調整官】  船員確保対策小委員会。 

【長岡臨時委員】  その名称は、小委員会の話ですよね。 

【髙橋臨時委員】  中西部の話でしょう。 

【長岡臨時委員】  そうですね。誤解とは申しませんけれども、認識が若干違うのかも

しれませんけれども、今お話しされた会議につきましては、中西部太平洋の南海域におき

まして、かつおの漁場の地域が今、ミクロネシアとかそういったところで、いわゆる資源

ナショナリズム的なものが盛り上がっていて、大変入漁料が法外に高くなっているとかそ

のほかの問題がございまして、なかなか漁場確保が難しくなっているという問題がござい

まして、これに対して、関係業界、かつお・まぐろの業界が主体なんですけれども、この
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問題にどうやって対処していこうかという協議会を立ち上げました。 

 その中で、漁場確保はしていくことも問題ではありますけれども、この漁業を続けてい

くためには後継者の問題も重要であろうということで、そこに分科会的に小委員会を立ち

上げて、この問題についても検討をしていきましょうということで、そういう趣旨でやっ

ている会議でございますので、まだ１回しかやっていなくて、現状認識だけをしたところ

で、これをどのように具体的な要望に取りまとめていくかということに関して、まだ何も

具体的なことは、決まってというか、話もされておりませんで、ちょっとここは業界で検

討しているというふうには言いにくいような会議ですので、説明だけで終わってしまうの

ですけれども。髙橋委員のご質問とはちょっと趣旨が違うのかなというふうに思うんです

けれども。 

【髙橋臨時委員】  この会議の趣旨は決して今、国交省のほうから言われたような中身

の趣旨の会議ではないです。あくまでも、漁場の問題と、それから、日本人の確保・育成

という問題で、その海技資格が云々と、そういう論議をしておりません。私が国交省のほ

うにお願いをしたのは、以前から航海のほうが６級の乗船履歴が５年から１０年、１０年

以降のこれの２つの中で甲板のほうはあるんだけど、機関部のほうにはありません。だか

ら、その辺何とかしてください。これが第２種と言いましたね。第１種が、新たにできた

ものが座学が２.５の、実習が２カ月だったですかね。それから、６カ月乗船して６級の海

技資格がもらえる。乗船履歴を持っている機関の部分が適用になっていないので、これは

不合理だから同じような扱いにしてくださいということのお願いをずっとしてきたという

ことなんです。 

 国交省からの回答は、受講者、受験者の数が云々、それから、それが各教育機関で民間

の海技学院でペイするかとか、そんな話の論議だけなんですよね。だから、実際その同じ

立場に置かせてくださいということをずっと申し上げている。何かどういう不合理がある

のか、私、非常に不思議でしようがないんですが、その辺もし説明できるのなら説明して

いただければと思います。 

【野川部会長】  いかがでしょうか。 

【石田企画調整官】  今、髙橋委員からお話がありました件は、漁船員にかかる問題で

あると認識しておりまして、ニーズという観点で漁船員にニーズがあるかどうかというこ

とについて、大日本水産会のほうでは、業界団体でございますからご検討いただくのがふ

さわしいかと思いまして、６月４日の委員会は、おっしゃるとおり、まぐろの漁場確保等々
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の問題もありつつも、日本人の漁船員の後継者についても議論をいただく場であるという

ふうに伺っています。ですから、その場において、大日本水産会さんに我々のほうから検

討していただくように申し上げたというところでございます。 

【野川部会長】  はい。髙橋委員。 

【髙橋臨時委員】  海技資格なので、漁船限定版という話をしているわけではないんで

すね。今、内航船を中心に当直する人は全て海技資格を持ちなさいと、数年前からこうい

うふうになりましたよね。そうすると、その時点で、６級海技士は必要最低限の海技資格

確認として必要だということで、６級以上の海技資格を持っている人が当直をしなさいと、

こういうことになっている。それの機関部バージョンをつくってくださいと言っているわ

けです。別に漁船だから云々と、私は漁船の立場で物を言いましたけれども、海技資格は

漁船だけの問題ではないです。それから、６月４日だけじゃなくて、さまざまな会議の中

で、漁船であろうが、汽船であろうが、全てが後継者確保、それから、海技資格の問題と

いうのを共通の悩みとして持っているわけです。だから、そこの門戸をあけてくださいと

いうお願いをずっとしてきたはずです。限定的な話をしているわけじゃないです。その辺

は誤解のないようにしてください。 

【野川部会長】  いかがでしょうか。 

【石田企画調整官】  漁船員以外にニーズがあるというお話は伺ったことはございませ

んので、その点についてもしニーズがあるようであれば、その旨もご教示いただければと

いうふうに思います。 

【野川部会長】  髙橋委員。 

【髙橋臨時委員】  何を言っているのか、私よくわからないけど、受講者がいなきゃ許

可しないと、そういうことなんですか。そうすると、例え話にして申しわけないけど、ほ

かの海技資格の中で受講者がいなかったら、受験というのはもう閉鎖すると、そういう理

解でよろしいんですか。これは制度の問題を言っているわけでしょう。これから日本全国

から船に乗っている皆さんの調査でもする気なんですか。そういう門戸さえあけてもらえ

ば、おのおのの自分が必要資格を受講する。受験する資格の門戸をあけてくださいと、た

だそれだけ言っている話なのです。受講者がいるとか、いないとか、そういう次元の話を

しているのではないんです。話が食い違いをしている。 

【野川部会長】  いかがでしょうか。 

【石田企画調整官】  課程をつくっても、民間事業者が教員を配置して、コースを設定
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するということになりますと、受講者がいませんとできませんので、まず受講者がおるも

のかどうかというところを把握したいというところでございます。 

【野川部会長】  はい。髙橋委員。 

【髙橋臨時委員】  その把握の仕方はただ業界に投げればいいと、そういうことなんで

すか。じゃ、おたくら、どのような努力をしているんですか。どのような形で把握をして

いるのか、それを言ってください。 

【石田企画調整官】  漁船員につきましては、我々のほうでなかなか把握がしづらいと

ころもあり、大日本水産会さんにお願いをしているというところでございます。 

【髙橋臨時委員】  水掛け論なんだけど、乗船員というものに限定をしなくてもいいと

言っている。これは６級海技士の機関、５年から１０年の人は１２日間の講習なり、試験

を受けて、６級の海技資格がもらえる。それから、１０年以上の人は９日間でもらえます。

甲板のほうは、今現在そういうふうな制度になっている。平成１４、１５年ぐらいから多

分そうなっているはずなんです。だから、機関もそれと同じくしてくださいと。どんな問

題があるんですか。いつも言っているけど、受講者がいる、いない。どういうふうにして、

これをカウントするんですか。 

【石田企画調整官】  商船のほうにつきましては、内航総連にも確認をしておりますが、

現在のところ、そういうような希望があるという話は伺っておりません。引き続き検討し

てまいりますが。 

【野川部会長】  よろしいですか。ただいまのお話は、６級海技士の機関について、甲

板についてはきちんと資格があって、その制度も運営されているのだから、機関にあって

しかるべきではないかというような、いわば政策の問題ですね。そのようにして海技資格

制度を整えるというようにすべきではないかということに対して、もしそういうものを設

けたとしても、ニーズがないのであれば、それは無駄になるので、そのニーズを調査した

上で対応したいというのが当局のご回答だというふうに認識しましたが、この点はいかが

でしょうね。つまり、一応のそれなりの必要性があれば、ニーズのいかんにかかわらず、

それを設けるというような考え方も当然あることにはあると思いますので、その６級海技

資格の機関への拡張に対して、基本的にはどのように海事局として考えるのかということ

はある程度おっしゃっていただければと思います。 

【髙田船員政策課長】  なぜ航海のほうは２種というのがあるかといいますと、資格が

ないと当直に立てないという制度改正がありまして、乗船経験はあるけれども、資格を取
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っておられないという方に比較的短期で取っていただくというコースを用意させていただ

いた。つまり、ニーズがあったということだと理解しております。エンジンのほうはまた

事情が違うということもありますので、いずれにしましても、今、髙橋委員のおっしゃっ

たような、そのほかにニーズの把握方法があるのかというお話もありましたけど、それを

今すぐどうやったらいいのかというのは、正直ちょっと思い浮かばないところもあります

ので、まずは業界団体からもお話を伺いつつ、我々としましても考えていきたいと思いま

す。 

 まず、制度をつくればいいじゃないかというお話かもしれませんけれども、先ほど企画

調整官のほうからもお話のありましたように、つくったところで誰もいらっしゃらないと

いうことであれば、実益がないものになってしまうのではないかという気がいたしますし、

実際に乗船履歴があって、今、資格がないという方でないと、受講する資格がないという

ことになりますので、果たしてそういう方が一体どれぐらいいらっしゃるのかというとこ

ろもちょっとつかめていないところもありますので、お話を伺っているということだと私

は理解しております。 

【髙橋臨時委員】  １点だけちょっと。 

【野川部会長】  はい。髙橋委員。 

【髙橋臨時委員】  今日配付のあった、この『海上労働』の４７ページの下のほうに記

載をされていますけど、じゃ、この新規の人というのはどのぐらいのニーズがあったんで

すか。誰がどこで把握をして。この下のほうにあるじゃないですか。改正をしたわけだか

ら。これは全く海の経験のない人、この人をターゲットにして新たに制度をつくったはず

なんです。これはどこで誰がこのニーズを図ったんだ。確認をしたんですか。 

【髙田船員政策課長】  この場合は当然経験がない方、誰でも結構だということですし、

実際に受講をする方がいらっしゃるということをこのコースを開設される機関のほうでも

考えた上で、コースを開設したいという話がありましたので、認定をさせていただいてい

るということかと思います。実際に認定をするところがあるのかというところと、また、

コースをつくる機関があるかということは、つまり、受ける人がいるのかという話になり

ますので、受ける人がいるかどうかというのは、２種のほうは一定の乗船経験がないと多

分受けることができないと認識しておりますので、まずそういった方がいらっしゃるのか

どうか。あとは今おっしゃった機関コースの場合は、やはり業界団体の皆様からもご要望

がございましたので、認定させていただいたということはあります。ですから、そこと状
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況が違うのではないかなというふうには感じております。 

【野川部会長】  髙橋委員。 

【髙橋臨時委員】  法の平等からいって、同じ船に乗って、同じ経歴を持って、片方が

甲板、片方が機関。片方がそういうふうな短期でもらえる。片方がもらえない。こういう

のは法の平等と言うんですかね。ニーズがあろうが、なかろうが、これは制度でしょう。

今言うように、全く経験のない人に対して、そういう門戸を開いています。片や長い経歴

があっても６級の海技資格を受けるんだ、受講するんだと、こういうことになるんですよ

ね。それがほんとうの意味での後継者確保なり、それから、海技資格の門戸を開くと、そ

ういうことになるんですかね。私は同じくしてくれと言っている。甲板も、それから、機

関も同じ対応をしてもらえばいいんだ、そういうことを言っているんですよね。何も難し

いことを言っているわけじゃない。どんなへ理屈をつけたって、さっきも言ったけど、同

じ経歴を持って片方は９日、１２日で、６級の海技資格が保有できる。片方はもらえない

と、こういうことになるんです。一から勉強しなきゃいけない、受講しなきゃいけないと。

それが平等なんですかということを言っている。だから、平等にしてもらえれば、私は結

構なんです。 

【野川部会長】  いかがでしょうか。政策課長。 

【髙田船員政策課長】  あまりこの問題を長く議論してもと思いますが、ただ、ニーズ

が甲板の場合と機関の場合は明らかに違ったというところはご認識いただければと思いま

す。実際に受講する人がいらっしゃるのかどうかというところも把握した上で、やはり民

間のほうでやっていただくということになりますので、全くわからないけれどもというと

ころで制度をつくるかどうかというところに関しては、ちょっと検討が必要なのではない

かと思いますけれども、今のご意見も伺った上で、また引き続き考えてまいりたいとは思

います。 

【野川部会長】  それでは、この件につきましてはもう一度、次回以降、事務局のほう

から何らかの対応を示していただいて、そこでまた検討をしたいというように存じますの

で、よろしくお願いいたします。 

 それでは、ほかにございますでしょうか。千葉室長。 

【千葉海事振興企画室長】  海事振興企画室の千葉と申します。前回の部会でご紹介を

させていただきました海フェスタくまもとでございますが、先週の土曜日、７月１８日か

ら、「くまもとでひらく未来の海・ロマン」をメインテーマに開幕いたしました。昨日２３
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日には海フェスタくまもとの記念式典と祝賀会が秋篠宮同妃両殿下のご臨席のもと、熊本

市で開催され、国土交通省からは西村副大臣のご出席のほか、国際海事機関ＩＭＯの関水

事務局長も参加され、盛大に挙行されたことをご報告申し上げます。 

 また、お手元に配付しております、「第２０回『海の日』にあたっての総理メッセージ」

でございますが、この式典の際に配付しておりまして、従来、毎年、「海の日」に当たって

総理からメッセージをいただいておりますが、今年は７月２０日に開催されました第２０

回「海の日」特別行事、その開会式におきまして、安倍内閣総理大臣からご挨拶をいただ

きましたので、その挨拶をメッセージとして配付しております。 

 このメッセージにつきましては、首相官邸のホームページにおいて実際のスピーチ映像

もごらんいただけますので、ホームページにアクセスいただき、ごらんいただければと思

います。 

 また、海フェスタでございますが、メイン会場の熊本港には、海上自衛隊の護衛艦海「と

ね」や、ミサイル艇「おおたか」が入港いたしまして、一般公開が行われました。そして、

今週末には水産実習船あるいは海洋調査船が入港し、終盤の週末には、海上保安庁の測量

船「明洋」と、練習帆船「海王丸」が初めて熊本港に入港して、セイル・ドリルを披露し

たり、一般公開をする予定になっております。 

 熊本港にはあまり大きい船が入る機会がございませんで、大きな船を見る機会が少ない

熊本市民も大きな関心を寄せているということでございます。また、同じ会場で展示イベ

ント等も実施しておりまして、海運や造船等の海事に関することとか、あるいは有明海を

中心にした水産に関することをわかりやすく紹介しております。 

 最初の３日間で１３万人の人出があったと報告されておりますが、主催者側は、期間中

１６日間に１００万人以上の集客を期待しているということでございます。 

 開催に当たりましていろいろとご協力をいただきました皆様には、この場をおかりいた

しまして感謝を申し上げます。また、会期のほうもまだ半分以上残しておりますので、こ

れから夏のご旅行を計画されている方につきましては、熊本のほうもご検討いただければ

と思います。 

 以上でございます。 

【野川部会長】  ありがとうございます。次に、吉田課長補佐。 

【吉田課長補佐】  船員政策課補佐の吉田でございます。引き続きまして、私のほうか

ら、７月２０日、２１日に開催しました「ＩＭＯ世界海の日パラレルイベント２０１５」
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の開催結果につきましてご説明させていただきたいと思います。 

 先ほどの総理メッセージの次に資料をおつけしております。こちらは前回説明あったか

もしれませんが、「世界海の日パラレルイベント」と申しますのは、ＩＭＯの加盟国から毎

年１つ開催国を選びまして、定められたテーマで国際シンポジウム等を開催しておるとい

うものでございます。今年は「海の日」、２０回目ということで、まさにその「海の日」に

日本で初めて東京と横浜で２０日、２１日の２日をかけて開催をしております。 

 大まかな流れですが、２０日に太田国土交通大臣に出席のもとで開会式を行いまして、

幕を開け、「海事の教育及び訓練」をテーマに国際シンポジウムを開催しております。会議

の結果は、「横浜宣言」という形で取りまとめられております。また、２日目は、開催地横

浜において、帆船「日本丸」ですとか、横浜みなと博物館、三菱みなとみらい技術館、航

海訓練所練習船等をめぐる現地視察、エクスカーションを開催しております。 

 最後は、閉会式において、西村副大臣がイベントの総括を行うとともに、来年の開催国

でありますトルコに開催国旗を引き継いで終了ということになっております。 

 今回のイベントとしまして、世界で約５０カ国からご参加いただきまして、国内外あわ

せて４００人を超える方々をはじめ、多くの方々にご参加をいただけたというふうに考え

ております。 

 「横浜宣言」につきましては、この開催結果の後ろにそのものをつけておりますので、

ごらんいただければと思います。 

 以上でございます。 

【野川部会長】  ありがとうございました。 

 ほかにいかがでしょうか。髙田課長。 

【髙田船員政策課長】  私のほうから、基本政策部会の取りまとめについて、簡単にご

説明をさせていただきたいと思います。 

 これは海事分科会の中に置かれました基本政策部会におきまして、海事行政の今後の目

指す方向ということで、昨年４月から８回ほどご審議をいただきまして、このたび基本政

策部会の取りまとめとしてまとめられたものでございます。 

  「目指すべき５つの方向と必要な取組」が１枚紙の下のほうに書いてございまして、 

１番目には安定的な輸送を確保し、経済や国民生活を支えるということで、内航、外航

のあり方等について記載されております。 

 ２番目は、ものづくりで地方経済を押し上げるということで、主に造船業に関して記載
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されております。 

３番目は、新市場・新分野の需要をつかみとるということで、観光立国を推進するため

に海事分野が何をしていけばいいのか。あるいは海洋開発の推進が進む中、どういった取

り組みが求められるのかということが記載されております。 

 ４番目は、安全・安心の確保ということで、主に小型船の対策強化などについて記載が

されております。 

 ５番目は、支え・理解するひとを広げるということでございまして、この部分で海運・

造船分野での人材の活躍、それから、海に対する国民の理解と関心の醸成ということが記

載されております。 

 船員部会に関係の深い船員については、この５番のところで記載がされておりまして、

その抜粋が次のページからです。 

 まず１枚目の真ん中、内航船員の４行目ですが、平成２５年において総数約２万７,００

０人のうち、５０歳以上が約５０％、６０歳以上が２０％、高齢化が著しいということで、

担い手不足が生じないように、十分な数の若年船員を確保・育成することが必要であると

いうことが指摘されているところです。 

 それから、外航船員につきましては、次のページの２行目からになりますが、海上運送

法に基づく基本方針等を踏まえた外航日本人船員の確保・育成に取り組むとともに、外国

人船員の安定的な確保に取り組むことが必要であるというところが記載されているところ

です。 

 それから、必要な取り組みということですが、内航船員につきまして、まずは、１）船

員供給体制の強化ということで、その中で、１番目が船員教育機関の定員拡大ということ

です。この船員部会でもご報告あるいはご議論もされたところですが、海技教育機構の入

学定員につきまして、平成２８年度には３９０名まで拡大をする予定であるということで

して、なお、さらなる増員については、学生の応募条件や船社による採用の状況も踏まえ、

またいろいろな制約要因がある中でどのようなことが可能か、関係者に意見も聞きながら

検討を進める必要があるということが記載されているところです。 

 ２番目としまして、民間短期養成制度の拡充等による就業ルートの拡大ということで、

船員教育機関以外からの就業の拡大に取り組む必要があるということが記載されておりま

す。 

 それから、２）船員教育の高度化ということですが、平成２８年４月に海技教育機構と
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航海訓練所が統合される、その機関により実践的な船員教育に取り組むといったところが

記載されております。 

 それから、次のページですけれども、新人船員の就職支援ということで、現在行ってお

ります事業者への計画的な新人船員を雇用する事業者への助成金の支給、あるいは新卒者

向け就職面接会の開催などに引き続き取り組む必要があるということを記載されておりま

す。 

 それから、船員のキャリアアップなどを海技大学校における教育も通じて行う必要があ

るといったことが記載されております。 

 外航船員につきましては、現在行われております「日本船舶・船員確保計画」の着実な

推進を引き続き図るとともに、関係者による「日本人船員の量的観点からの確保・育成検

討会」も設置されたところであり、こうした場における検討が進められることが望まれる

ということが記載されております。 

 それから、新たなエネルギー輸送の増加に対応した船員の育成体制の強化ということで、

ＬＮＧ燃料船の訓練課程の構築。あるいは外国人船員の安定的な確保ということで、ＯＤ

Ａ事業も活用しながら、船員供給国と戦略的に政策対話等を行う必要があるということが

記載されているものです。 

 以上、簡単ではございますが、ご説明を終わります。 

【野川部会長】  ありがとうございます。ただいま船員政策課長より、基本政策部会の

ほうの取りまとめの中身につきまして、概要をご説明いただきました。何かご質問等ござ

いますでしょうか。 

 はい。立川委員。 

【立川臨時委員】  特に質問ということではないんですが、私のほうからも他の委員会

での論議をこの場で報告をいただければというお願いした中で、早速応えていただいたの

ではないかということで、まずお礼を申し上げておきたいというふうに思います。 

 そのような中で、概要の５番目に出てきます人材といいますかね。供給体制の強化。特

に内航関係の供給体制の強化ということが赤文字で表示されておりまして、以前からも内

航関係の船員の量的確保に向けた検討会の開催を要請しているわけですけれども、基本政

策部会でも話題になり、ここでも、船員不足、船員の確保育成が非常に重要だということ

が述べられているわけですから、早速改めてというわけではございませんけれども、開催

に向けての論議を再開といいますか、改めてお願いしたいというふうに思います。よろし
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くお願いいたします。 

 さらに、漁船関係についてもかなり高齢化がすすんでいますし、大水さんのほうも船員

不足の検討をされているようですから、こういう部分も含めて、内航関係、水産、旅客に

つきましても船員の量的確保に向けた検討会の設置というものをぜひとも検討していただ

きたいと思います。よろしくお願いします。 

【野川部会長】  はい。では、ご要望ということで承りました。 

 ほかに。平岡委員。 

【平岡臨時委員】  基本政策部会の取りまとめが出たわけですけれども、今年の２月で

すか、交通政策基本計画、これが閣議決定されました。その中で、多様な交通体系、その

辺のデザインが示されたということですが、この基本政策部会の取りまとめの中で、内航

海運、フェリー、旅客船、それと離島航路があるわけですけれども、その辺のところで、

交通政策基本計画の中でそれが十分反映されるように、今後の取り組みをよろしくお願い

したいと思います。 

【野川部会長】  ありがとうございます。ご要望ということでお伺いしました。 

 ほかにいかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

 特にございませんようでしたら、事務局にお返ししたいと思います。よろしくお願いし

ます。 

【成瀬専門官】  次回の部会の開催日程につきましては、部会長にお諮りした上で、改

めてご連絡をさせていただきます。 

 事務局からは以上でございます。 

【野川部会長】  それでは、以上をもちまして、交通政策審議会海事分科会第６７回船

員部会を閉会いたします。 

 本日はお忙しいところ、また、大変お暑いところ、委員及び臨時委員の皆様にご出席い

ただきまして、ありがとうございました。 

―― 了 ―― 

 


